
年齢層別雇用形態の推移（男性）、1990-2015
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年齢層別雇用形態の推移（女性）、1990-2015
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自営業者と非正規労働者の推移、1987-2012年

Source: 就業構造基本調査
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雇用形態別の福利厚生制度の適用率、2010年
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「終身雇用制度の崩壊」か

♦ 1990年代以降の不況による人員整理や非正規雇用の増加は、「日本的
雇用慣行の崩壊」を意味するのか

♦ 低成長期の長期雇用慣行の実証分析（加藤・神林 2016）
• 企業と労働者の属性と失業率をコントロールすると、勤続年数５年

以上の男性正社員については、残存率・解職率に変化なし

• 勤続年数５年未満の男性正社員（若年労働者と中途採用者）につ
いては、残存率が大きく低下

• 女性正社員についてはバブル期に雇用の長期化が進んだが、バブ
ル崩壊後は勤続年数にかかわらず顕著な雇用の短期化

• すなわち、企業はコアの男性正社員については長期雇用慣行を堅
持する一方で、短期勤続者と女性については適用範囲外とした

♦ 非正規労働者の採用・解雇は、同一企業の正規労働者の雇用を守るバ
ッファーの役割（Yokoyama et al. 2016）
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男女別の有期雇用比率の国際比較、2005年

Source: OECD Statistics. 25-54歳の労働者のうち有期雇用契約の下で働く者の割合。
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男女別の労働時間分布の国際比較、2005年

Source: OECD Family Database.
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日本は「格差社会」になったのか

♦ 日本は高度成長期を経て、「一億総中流」といわれる平等社会を実現し
た。その特徴は、世帯を単位とした再分配前の所得における平等であり、
(1)男性正社員への人的資本投資と雇用保障、(2)世帯内の性別役割分
業、および(3)親族の扶養義務に基づく私的扶助、を前提としていた。

♦ 1980年代から日本でも格差の拡大がみられるが、世界的なトレンドとは
異なり、「富裕層の富裕化」は観察されない。

♦ 日本の真の問題は1995年以降の「低所得層の貧困化」にあり、中低所

得層の絶対水準における所得の低落、およびゼロ資産世帯の増大は憂
慮すべき事態。日本型社会保障制度は生活困窮者に対する公的扶助
が極めて限定的であるため、貧困化は社会不安に直結する。

♦ ただし、現在の相対的貧困率が国際的にみても歴史的にみても高い水
準にあるという理解は正しくない。むしろ、OECDの報告やリーマンショッ
ク後のホームレスの急増により、貧困に対する社会的関心が高まり、
「貧困の再発見」がおこったというべき。



56

日本は「格差社会」になったのか（２）

♦ 「低所得層の貧困化」の理由は、(1)少子高齢化に伴う単身高齢者の増

大と私的扶助の限界、⑵長期不況による「男性正社員モデル」の適用範
囲の縮小と非正規雇用の増大、が大きい。

♦ すなわち、日本における格差拡大は、これまでのシステムで対応できる
「インサイダー」とその外にはみ出した「アウトサイダー」との格差が、後
者の増加によって拡大した結果とみることができる。

♦ 換言すれば、日本の社会経済システムが変化してアメリカ型の「格差を
容認する社会」になったのではなく、既存のシステムを維持しつつ、それ
では対応が困難なケースが増えた結果、なし崩し的に「格差の広がった
社会」になったといえる。

♦ 正規・非正規および男女間の格差は高度成長期から存在するが、非正
規雇用が女性・学生に限定され、男性正社員の扶養者である限り、これ
らの格差は問題とされなかった。つまり、非婚化や女性の社会進出等に
伴う世帯構造の多様化が「平等社会」に内在していた格差を顕在化させ
たに過ぎない。
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21世紀における日本の課題

♦ 日本の直面する問題は、（富裕層の富裕化ではなく）「低所得層の貧困
化」と「革新力の低迷」にある。

♦ 貧困化への対応は焦眉の課題。現在の社会保障制度は、標準世帯と
私的扶助を前提として、世帯主に社会保険を与える制度であるため、貧
困対策としては機能不全に陥っている

• 家族による私的扶助に頼るのはアナクロニズム

• 再分配の効果は高齢層に集中、かつ逆進性も強い

• 成長の源泉は子どもと若年層の人的資本形成

• 世帯ではなく個人単位のセーフティネットが必要

♦ 日本型平等社会は人的資本の同質性に価値を置き、平等志向が強い。
高い同質性と平等主義は社会の安定と協調をもたらす一方で、創造や
革新へのインセンティブを与えない。

• 労働市場のグローバル化に伴い、才能の海外流出は加速

• 男性正社員モデルを脱し、女性や外国人など多様な人材の活用に
よる革新力の向上
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これからの研究課題

♦ 日本における移民の増加に伴う「人種格差」の問題

 重要な問題だがデータがない

 日本語を母語としない子どもの教育格差は深刻

 ブレイディみかこ 『ぼくはイエローでホワイトでちょっとブルー』

♦ 格差の「世代間連鎖」の問題

 貧困の世代間連鎖が指摘されるがデータが少ない

 連鎖のメカニズムとして、親の社会経済階層が子どもの健康や教育
に与える影響についての研究が進展している

 マイケル・マーモット 『健康格差』： どのような豊かな社会においても

社会経済階層による健康格差が存在し、母親の教育水準によって乳
児の死亡率が異なる。健康格差を是正するのは社会の責任である。

 松岡亮二 『教育格差』 : 現代の日本は親の学歴や生まれた地域に

よって子の学歴が異なる「緩やかな身分社会」である。教育制度をデ
ザインする際には「公平」と「効率」は相反することを自覚する必要が
ある。
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